
４．財政・税制から見た沖縄振興

沖縄振興予算と一括交付金制度

自治体財政の状況と沖縄の財政（歳入・目的別歳出・性質別歳出）

一括交付金の活用

政策ツールとしての税制

行政と民間との連携・協働 （地域おこし協力隊／集落支援員制度）

公共施設総合管理計画
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沖縄振興予算の推移

一括交付金（ソフト） 一括交付金（ハード） 公共事業等

（億円）

2,642

3,010

2,684

〇沖縄振興特別推進交付金（一括交付金（ソフト））
沖縄振興に資するソフト事業
交付率8/10（地方負担の半分に交付税措置）

〇沖縄振興公共投資交付金（一括交付金（ハード））
沖縄振興の基盤となる公共事業 既存の高率補助を適用

※第6次沖縄振興計画（2022（R.4）年度以降、２６００億円台で推移

資料：内閣府資料をもとに作成
（政府案）
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全国都道府県

Ｄグループ

沖縄県

令和4年度歳入決算構成

地方税 地方譲与税 市町村たばこ税都道府県交付金 地方特例交付金等
地方交付税 交通安全対策特別交付金 分担金、負担金、寄附金 使用料、手数料

国庫支出金 財産収入 繰入金 繰越金
諸収入 地方債

※ 令和４年度沖縄県歳出決算額 7,154億8872万円

・自主財源比率が低い

・類似県と比較して国庫支出金への依存度が極めて高い

・地方債への依存度が低い

⇒他県とは異なった歳入構造 27

※府県Dグループ（財政力指数0.3以上～0.4未満）：熊本県、山梨県、大分県、山形県、沖縄県、岩手県、
青森県、佐賀県、宮崎県、鹿児島県、長崎県、和歌山県、徳島県、秋田県

出典：総務省「令和4年度都道府県財政指数表」をもとに作成
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全国都道府県

Dグループ

沖縄県

令和4年度性質別歳出決算構成

人件費 物件費 維持補修費 扶助費 補助費等 普通建設事業費 災害復旧事業費 公債費 積立金 投資及び出資金、貸付金 繰出金

※令和４年度沖縄県歳出決算額 7,020億4,534万円

・物件費、補助費等割合が高い（沖縄振興特別推進交付金を活用した事業の実施）

・扶助費割合が高い

・公債費割合が低い →将来負担への影響が少ない
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出典：総務省「令和4年度都道府県財政指数表」をもとに作成
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全国都道府県

Dグループ

沖縄県

令和4年度目的別歳出構成

議会費 総務費 民生費 衛生費 労働費 農林水産業費 商工費 土木費 警察費 教育費 その他

※ 令和４年度沖縄県歳出決算額 7,020億4,534万円

・総務費割合が高い→市町村交付金

・民生費・商工費・衛生費

・その他（特に公債費）が低い 29

出典：総務省「令和4年度都道府県財政指数表」をもとに作成



〇一括交付金の効果的活用

全国的課題
・教育や福祉・医療等の分野において多様化・複雑化するニーズにきめ細やかに対応するための

人員と財源の確保、関係主体の連携とプラットフォーム構築が課題

→財政力の高い自治体において追加的対応（横出し・上乗せ）を実施する割合が高い傾向

・投資的経費の縮小により、インフラの更新が難しい状況

→沖縄県および県内市町村では、一括交付金を含めた沖縄振興予算の効果的な活用に期待

※子どもの貧困対策や産業振興など、ウェルビーイングの向上に資する取り組みに期待

※地元雇用の創出、地域での稼得機会創出を通じた地域経済循環の創出に期待
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政策ツールとしての税制

31出典： 内閣府資料



32出典： 内閣府資料



〇優遇税制の効果と課題

発生した「コスト」が見えづらい

政策の効果が見えづらい

補助金と比べて継続性がある

どこで「回収」するのか

税制＋魅力の創出

〇課税自主権の行使（法定外税・超過課税）

法定外税 沖縄県（石油価格調整税・産業廃棄物税）（R.4 9.4億円 0.5億円）

宿泊税の導入を準備

伊是名村・伊平屋村・渡嘉敷村・座間味村

（いわゆる環境協力税）

竹富町 訪問税の導入を準備

石垣市、宮古島市、本部町、北谷町、恩納村 宿泊税の導入を検討

超過課税 沖縄県内自治体で個人住民税均等割、法人住民税均等割の導入なし

法人住民税法人税割

社会福祉の充実及び中小企業の育成を図るための財源として

超過課税を導入 （R.4 6.8億円）

（資本金または出資金1億円超、または法人税額が年間1000万円超の法人等が対象）
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・租税：必要な財源を徴収する手段
（無償性・強制性） →公平性

・政策税制（インセンティブ）



地域づくりの多様な担い手による参加と協働
←限られた財源・人員で地域課題に対応

34

住民 行政

専門家・
外部人材・
事業者

〈行政〉
行政サービスの提供主体

↓

＋ 地域づくりの「場」と
「関係」をつくり、保全する主体

（プラットフォームビルダー）

※行政と民間との連携

①民間事業者との連携・協働

Ex. PPP（行政と民間との連携）を推進するための行政体制
の構築

②地域コミュニティとの関係構築・役割分担

専門職の配置

Ex.地域での見守り、声掛けなどをはじめ、地域運営に関す
る取組をどのような連携・役割分担で実施するか

専門職の育成・配置とそれにかかる経費

地域おこし協力隊や集落支援員制度を活用する例も



〇行政
サービス提供
プラットフォームづくり

→2か月に一度、会合を開催

※社会福祉協議会が事務局機能
※行政（区役所）

・会場提供
・民間の広報活動を支援
・情報共有
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子ども子育てのプラットフォーム構築事例（東京都荒川区）

〇新たな活動や事業の参入
〇誰でも参加できるチャネル
〇情報共有できる環境



※公共施設等総合管理計画（中長期計画に基づく行財政運営）

・公共施設等の整備について、維持管理に要する経費をどのように賄っていくか

・将来の更新費用を見据えた施設整備をどのように進めていくべきか

・民間事業者や地域コミュニティとの連携構築をどのように行っていくか

・技術職員/建設業就業者の確保 地域経済循環のなかで更新・修繕の検討

出典：沖縄県公共施設等総合管理計画（令和4年改訂）

・現在の公共施設等の数量・規模を維持
していく場合の今後50年間の更新・修繕
費用の見込額は
ハコモノ約14,690億円(年間約294億円)
インフラ約15,444億円(年間約309億円)

⇒公共施設等全体 約30,134億円
  （平準化すると年間約603億円）
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〇沖縄振興予算

・国の厳しい財政状況もあり、2600億円台で推移。一括交付金も縮小

・PDCA実施結果を踏まえて、計画策定と施策・事業の効果的な検討体制に期待

（多様な担い手の参加と協働を可能とする仕組みづくりに期待）

〇ツールとしての租税

・政策税制を通じた減収コストに目配りしつつ、その効果を検証

・魅力ある沖縄の維持・創出に対し、来訪者から入域税や宿泊税により応分の負担を求める方法

〇一括交付金の活用

・福祉や教育、まちづくりなどの分野では多様で複雑化する行政ニーズに柔軟に対応できる財源

・ニーズの把握とともに、支援を担う事業者や専門職の確保と連携が課題

・専門職の確保と育成・配置、民間事業者との連携・情報共有など、プラットフォーム構築の検討

〇公共施設等総合管理計画

・施設整備と維持管理にかかる経費の見通しを踏まえた施設の維持・更新

・多様な担い手の参加による地域ビジョンの策定と共有

・ウェルビーイングの視点から施設のあり方を考える（機能、景観、利用環境）
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まとめ



ご清聴ありがとうございました
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